
令和７年度「一般競争入札」による

旧第二学校給食センター

売払実施要領

（令和７年６月入札実施予定分）

参加受付期間：令和７年５月１９日(月）～６月６日(金)まで[電話予約必要]

※今回の入札には、建物等の解体撤去条件が付されておりますので

ご注意ください。

土浦市

令和７年５月
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第１ 入札物件

(１) 入札物件（土地）※建物等解体撤去条件付き

(２) 解体撤去の対象となる建物等

※上記の建物等のほか、建物等と一体となっている施設や備品等は存置しています。

[例]排水除外施設、受水槽、電気工作物、重油地下タンク、ボイラー

(これらの施設等の廃棄・売却・再利用時は、法令に基づき適切に対応してください。)

［留意事項］

◎物件の詳細は、物件調書を参照してください。

（土浦市ホームページで閲覧することができます。）

◎今回の入札では、入札物件上に存する建物等を買主が１年以内に解体撤去を行う条件

で売却を行いますので、ご留意ください。なお、市では解体撤去費用を負担いたしませ

んので、買主の負担で建物等の解体撤去を行う前提で入札を行ってください。

◎本要領と物件調書が異なるときは、物件調書が優先されます。また、物件調書と現況が異

なるときは、現況が優先されます。

◎物件調書は、入札参加者が物件の概要を把握するための参考資料ですので、参加者自身に

おいて、現地及び諸規制について調査及び確認を行ってください。

◎現地説明会は実施いたしませんが、希望があれば令和７年５月２３日～令和７年６月

６日の期間内(土日祝日を除く。)で現地説明を行いますので、第６の問合せ先（担当課）

までご連絡ください。

第２ 売却条件等

１ 売却条件

（１）建物等の解体撤去について

所在地 面積(㎡) 都市計

画区域

用途

地域

最低売却価格

(円)

中神立町

31 番 1 外

中神立町 31 番 1 1,398.82 ㎡

中神立町 31 番 2 371.42 ㎡

中神立町 31 番 5 471.07 ㎡

中神立町 31 番 6 495.71 ㎡

合計 2,737.02 ㎡

市街化

区域

第二種中

高層住居

専用地域

3,050,000円

名称 構造 建築年 面積又は数量

給食センター

本体
鉄骨造 亜鉛メッキ鋼板ぶき 2階建 昭和 50 年

1 階 997.50 ㎡

2 階 174.30 ㎡

ポンプ室
鉄筋コンクリート造

陸屋根 平屋建
昭和 50 年 11.09 ㎡

機械室
鉄筋コンクリート造

陸屋根 平屋建
昭和 50 年 58.53 ㎡
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ア 本入札は、建物等が存する土地を売却するものですが、引渡しの日から１年以内に、

当該建物等を買主の責任と負担で解体撤去することを条件とします。なお、引渡しの日

から建物等の解体撤去完了の日まで建物等の管理責任は買主にあるものとし、十分な

注意をもって管理を行ってください。建物等の管理又は解体撤去に必要な範囲を超え

て、当該建物等を使用し、又は第三者に使用させることはできないものとします。

イ 建物等の解体撤去にあたっては、関係法令を遵守の上、安全確保を徹底し、適切な方

法にて行ってください。買主は、建物等の解体撤去に伴い、第三者から苦情等があった

ときは、買主の責任と負担で解決するものとします。

ウ 建物等の解体撤去完了後には、市に対し完了報告書の提出が必要です。また、買主が、

土地の利用計画等により建物の基礎部分等で撤去を希望しないものがある場合は、市

と協議するものとします。

エ 本物件は、令和元年度にアスベストの調査を実施しております。調査結果につきまし

ては、市ホームページに掲載いたしますので、ご確認ください。

なお、アスベストの除去等については、買主の責任と負担で行うものとし、市は対応

いたしません。

（２）現状有姿での引渡し

入札物件については、いずれも現状有姿での引き渡しとします。入札物件内に新たに

建築物を建築等する際は建築基準法その他の規制法令を遵守してください。なお、越境

物等がある場合でも現状有姿での引渡しとなり、市は越境関係を解消するための折衝

や手続は行いませんので、相隣関係の処理については買主で行ってください。契約締結

後に越境物等が判明した場合も市は関与しません。

（３）契約不適合責任等

買主は、契約締結後における地中埋設物等が存在するなどの瑕疵、その他契約の内容

に適さない事を理由とした代金の減額、損害賠償及び追完の請求並びに契約の解除を

することはできません。

（４）買主の負担事項について

以下の項目については、買主の負担とします。

①契約や所有権移転登記等に要する諸費用

②上下水道等供給処理施設への接続等に係る費用

③その他本要領上及び一般に買主が負担すべき一切の費用

２ 権利の制限等

入札物件（買主により土地上に新たに建築された建物等を含む。以下同じ。）について、

買主に入札物件に係る所有権が移転された日から５年間は、市の事前の承諾なく、所有権

の移転や地上権、質権、貸借による権利その他の使用及び収益を目的とする権利の設定が

できないものとします。例えば、住宅の分譲等の用途に使用し、所有権を購入者に移転す

ることは可能ですが、必ず事前に市に事業計画を提出し、承諾を得てください。また、買

主は建物等の解体撤去についての履行を市が確認するまでは、所有権の移転や地上権、質

権、貸借による権利その他の使用及び収益を目的とする権利の設定ができないものとし

ます。
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３ 禁止用途

入札物件について禁止する用途は以下のとおりです。

（１）「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他

これに類する業の営業は禁止します。

（２）「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のた

めに利用するなど、公序良俗に反する用途に使用することは禁止します。

（３）「無差別大量殺人を行った団体の規制に関する法律」（平成１１年法律第１４７号）第

５条に規定する観察処分を受けた団体の用に供することはできません。

（４）宗教的用途に供することはできません。

（５）法令で禁止されている遊戯施設や風俗施設はもちろんのこと、ごみ置場や資材・在庫

置場、キャンプ場、バーベキュー場、スポーツ施設、墓地、イベント会場、牧場・養

豚場等の動物の飼育場、大規模農業等の近隣住民の住環境に影響を及ぼす可能性が

ある方法で土地を利用することはできません。

※入札物件の所有権を第三者に移転する場合や入札物件を第三者に使用させる場合には、

当該第三者に対し上記の禁止用途の制限を書面等により義務付けるものとし、第三者

が上記の禁止用途に該当する使用を行った場合は、買主が違反したものとみなします。

※本市が必要であると認めるときは、上記の禁止用途の制限に違反していないか実地調

査等を行い、買主にはその協力を義務づけます。

４ 地域住民との関係

買主は、入札物件について、契約後１か月を目途に、近隣住民に対して、建物等の解体

及び撤去やその後に実施する事業に係る事業計画に関し広報を行い、周知を図るものとし

ます。

また、近隣住民から事業に関する問合せ等があった場合には、誠意をもってこれに対応

し、紛争が生じた場合は、迅速かつ丁寧な対応に努めるものとします。

５ 契約の解除

買主が本要領又は売買契約において定める義務を履行しないときは、市は相当の期間を

定めて催告のうえ又は即時に契約を解除することができます。

６ 違約金

買主は、「２ 権利の制限等」及び「３ 禁止用途」に関する義務違反があった場合、そ

れぞれにつき売買代金の１００分の２０に相当する額の違約金を、実地調査等に関する

義務違反があった場合、売買代金の１００分の１０に相当する額の違約金を支払うもの

とします

なお、違約金の支払いは「５ 契約の解除」を妨げないものとします。

また、上記の義務違反に起因して市に違約金を超える金額の損害があった場合は、その

超過分につき、損害賠償の請求を妨げないものとします。
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７ 買戻特約及び特約登記

「３ 禁止用途」に掲げる用途に使用したときは、「６ 違約金」の徴収に加えて、市

が入札物件の買戻しをすることができるものとします。買戻しの期間は、契約締結日から

１０年間とします。また、買戻しの特約登記を行います。（※第三者に所有権が移転され

た場合であっても、買戻特約の登記は抹消しません。）

第３ 入札参加資格

入札に参加ができる者は次に掲げる要件をすべて満たす法人又は個人とします。

なお、契約締結までの間に各要件を満たさなくなった場合は、資格を失い、失格とします。

（１）地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の３第１項に規定する職員でない

こと。

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号のいずれか

に該当する者でないこと。

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当する者で、当該各号に

該当する事実があった日から３年の期間が経過していない者でないこと。

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の申

立てが行われている者及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項

の規定に基づく再生手続開始の申立てが行われている者でないこと。

（５）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員等（同条第６号に規定する暴力団

員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下

同じ。）及び暴力団員等と密接な関係を有する者並びにこれらの者のいずれかが役員

等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべき者、支配

人及び清算人をいう。）となっている法人その他の団体でないこと。

（６）国税、都道府県税及び市税の滞納がないこと（過年度分を含む）。

第４ 入札の流れ

１ スケジュール（予定）

日程 内容

令和７年５月１９日（月） 入札公告

令和７年５月１９日（月）～

令和７年６月６日（金）

入札実施要領、物件調書の配布

※土浦市ホームページからもダウンロード可能

令和７年６月９日（月）～

令和７年６月１３日（金）
入札参加申込

令和７年６月１２日（木）～

令和７年６月１７日（火）
入札参加資格の審査及び結果の通知

令和７年６月３０日（月） 入札及び開札
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２ 入札実施要領、物件調書の配布

（１）配布期間 令和７年５月１９日（月）～令和７年６月６日（金）

（土日祝日を除く。）

（２）配布時間 午前８時３０分～午後５時まで

（３）配布場所 茨城県土浦市大和町９－１ ウララビル３階

土浦市総務部管財課管財係窓口

※土浦市ホームページからもダウンロードできます。

３ 入札参加申込

入札参加希望者は、必ず以下の要領により入札参加申込を行ってください。

※提出書類を参加申込期限までに提出しなかった場合は、入札に参加できません。余裕

をもって、手続きを行ってください。

（１）受付期間

令和７年６月９日(月)～令和７年６月１３日(金)

午前８時３０分～午後５時まで

※なお、提出書類の提出にあたっては、原則として前日までに電話予約が必要です。

（２）受付場所（郵送不可）

土浦市総務部管財課管財係

（３）提出書類

①一般競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

②誓約書

③役員一覧

④印鑑登録証明書（法人の場合は印鑑証明書）

⑤登記事項証明書［履歴事項全部証明書］

⑥国税、茨城県税及び市税の納税証明書等（国税：様式その３の３）

※④・⑤・⑥は発行後３か月以内のもの

※入札参加書類の記入漏れや添付書類の漏れがあった場合は、入札に参加できない場

合がありますので、書類の記載内容等を十分にご確認ください。

※書類作成等に係る費用は、入札参加希望者の負担となります。

※入札参加申込み後に、住所、氏名、代表者名等の変更があった場合は、第６の問合せ

先（担当課）までご連絡ください。

４ 入札必要書類の送付について

入札参加申込書類の受付後に、入札参加資格の有無を審査し、審査結果通知書(様式第
２号)により申込者に通知いたします。
その際、入札参加資格を有する者には入札保証金の「納入通知書兼領収証書」や「入札

書」の書式等を同封いたします。なお、審査結果通知書が、令和７年６月２３日（月）ま

でに到着しない場合は、第６の問合せ先（担当課）までご連絡ください。

５ 入札保証金の納付について

市が発行する納入通知書兼領収証書により、入札金額の１００分の５以上を、入札保証
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金として土浦市指定金融機関又は収納代理金融機関窓口に納めてください。なお、落札者

以外の入札保証金は、落札者が決定した後、還付するものとし、落札者に係る入札保証金

は契約保証金の一部に充当します。なお、利息は付しません。

６ 入札及び開札の実施

（１）日時

令和７年６月３０日（月）午後２時から

※入札及び開札の立会について、事業者の場合は１事業者１人としてください。

※委任状をお持ちの方は、開札会場内でお預りします。

（２）場所

土浦市本庁舎３階 庁議室

（３）入札書類

以下の書類を所定の事項を記入、押印の上、入札日に直接お持ちください（郵送不可）。

①入札書

②入札保証金の領収証書の写し

（４）落札者の決定

開札の結果、最低売却価格以上の最高額の入札をした者を落札者と決定します。最高

額の入札をした者が２者以上あるときは、直ちにくじによって落札者を決定します。落

札者及び落札金額については、市ホームページに掲載します。

（５）１者入札について

入札が１者のみであっても本入札は有効とします。

７ 入札の無効

以下のいずれかに該当する入札は無効とします。

（１）入札参加資格のない者の入札

（２）所定の日時までに入札保証金を納付しない者又は入札保証金の納付額が不足してい

る者がした入札

（３）入札書に記載された入札価格又は重要な文字が誤脱し、又は不明瞭で確認できない入

札

（４）入札書に記名押印のない入札

（５）所定の日時までに所定の場所に到達しない入札

（６）２人以上の入札者の代理人となった者がした入札

（７）２通以上の入札をした者がした入札

（８）不正行為による入札

第５ 契約の締結等

１ 売買契約及び物件の引き渡し等について

（１）契約の締結について

落札者には、契約に必要な書類をお渡しします。契約の締結は、市が定める所定の様

式により、令和７年７月３１日(木)までに行うものとします。
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（２）契約保証金の支払いについて

落札者（買主）は、契約の締結までに、契約保証金として契約金額の１００分の１０

以上（入札保証金により充当される部分を含む。）の金額を市が発行する納入通知書兼

領収証書により、土浦市指定金融機関又は収納代理金融機関窓口に納めてください。

（３）売買代金の支払いについて

買主は、契約の締結日から３０日以内に売買代金（契約保証金として納付した額を除

いた金額）を市が発行する納入通知書兼領収証書により、土浦市指定金融機関又は収納

代理金融機関窓口に納めてください。定められた日までに納入しなかった場合は、契約

を解除することができることとします。この場合、契約保証金は市に帰属するものとし

ます。

（４）所有権の移転等について

①所有権は、売買代金の完納と同時に買主に移転し、同時に現状有姿にて引渡しを行い

ます。

②引渡し後、市が所有権移転登記を行います。なお、登録免許税等の諸費用は買主の負

担となります。また、登記の手続きに必要な書類をご提出いただきます。

③所有権移転登記の完了を証する書類は、登記完了後に買主にお渡しします。

④所有権移転後に生じた公租公課（不動産取得税、固定資産税等）は、買主の負担とな

ります。

２ その他

（１）本要領と契約書（契約条項）が異なるときは、契約書（契約条項）が優先されます。

（２）契約書の文言の解釈について疑義が生じたとき、又は、契約書に定めのない事項に

ついては、市と買主が協議の上定めるものとします。

（３）提出書類の提出費用、書類作成等に係る費用、入札参加に関する費用は全て入札参加

（希望）者の負担とします。

（４）提出書類は、返却しません。

（５）提出書類の取り扱い

①提出後の提出書類の訂正、追加提出は認めません。

②市は、提出書類については、入札の目的を達成するために必要な範囲でその写しを作成

し、使用することができるものとします。

③提出書類は、土浦市情報公開条例（平成２０年土浦市条例第２８号）等に基づき、個人

情報や法人情報等のうち正当な利益を害するおそれがあるもの等を除いて公開の対象と

なることがあります。

第６ 問合せ先（担当課）

土浦市総務部管財課管財係

〒３００－８６８６ 茨城県土浦市大和町９番１号 ウララビル３階

電 話：０２９－８２６－１１１１（内線２２２５）

ＦＡＸ：０２９－８２２－３４０４

e-mail：kanzai@city.tsuchiura.lg.jp


